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１．はじめに 

２０２４年５月より、政府審議会の総合資源エネルギー調査会基本政策

分科会において、エネルギー基本計画の見直しに関する議論が開始された。 

エネルギー基本計画は、国民生活や企業活動の根幹を成すエネルギー政

策の中長期的な方針を示すものであり、少なくとも３年ごとに必要に応じ

て見直しが行われることがエネルギー政策基本法により定められている。 

我々経済界としては、エネルギー政策の大原則である「Ｓ＋３Ｅ」1の

考え方に立ったうえで、第６次エネルギー基本計画策定時からの情勢変化

を踏まえるのはもちろんのこと、戦略的かつ実現可能性を見据えた政策の

見直しとその対策が講じられるべきと考える。 

とりわけ、ロシアによるウクライナ侵攻以降、エネルギー安全保障の重

要性が再認識されるとともに、脱炭素と経済成長の同時実現が大きな課題

となっている。エネルギーコストの上昇を抑えながら、化石燃料から再生

可能エネルギー等のクリーンエネルギーへの転換を図ることは、わが国に

とって喫緊の課題であり、エネルギー基本計画はこの道筋を明確に示すも

のとなるべきである。 

次期エネルギー基本計画の策定に際しては、将来のエネルギー需給、特

にデータセンター等の需要増加に伴う電力需要が最大どの程度積み上が

る可能性があるかの見通しを示すことが求められる。また、技術革新、経

済状況、国際情勢の変化に柔軟に対応できる計画を立案するとともに、産

業政策との整合性を確保することが重要である。それゆえに、単一のシナ

リオではなく、多様で現実的な幅のあるシナリオを描いた上で議論を深め、

社会全体の合意形成を促進すべきである。 

本意見書では、我々のエネルギー政策に関する基本的な考え方を示した

上で、エネルギー基本計画の見直しに向けた意見を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
                         
1 安全性（Safety）を前提とした上で、エネルギーの安定供給（Energy Security）を第一とし、経済効率性の向上（Economic 

Efficiency）による低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、環境への適合（Environment）を図ることを目指したエ

ネルギー政策の大原則。 
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２．わが国を取り巻くエネルギー情勢の変化 

ウクライナ情勢の長期化等による地政学リスクの高まりは、エネルギー

情勢に大きな変化をもたらしている。 

天然ガス等をロシアに依存していた欧州では、エネルギー供給の安定化

を図るために米国等からのＬＮＧ輸入を拡大することで対応し、世界的に

エネルギー価格が高騰した。特にアジアのＬＮＧスポット価格は、２０１

９年と比較して２０２２年には平均で約６倍に達し、歴史的な高値水準と

なった2。また、２０２３年１０月頃から紅海においてイエメンの武装組

織フーシ派による船舶への攻撃が発生する等、原油の９割以上を中東から

の輸入に依存しているわが国にとって、中東の海上ルートの安全性が一層

脅かされる状況となった。 

こうした状況の下で、エネルギー安全保障を強化する観点から、欧州を

はじめとした諸外国では、再生可能エネルギーや原子力の活用等に加え、

水素利活用に向けた取り組みを本格化させている。その中でも特に注目す

べきは、主要各国による大規模な支援策である。米国ではインフレ削減法

（ＩＲＡ）に基づき、１０年間で約５０兆円規模の支援が気候変動対策や

エネルギー安全保障に対して講じられる予定であり、ドイツでは２０２４

年から２０２７年までに水素、半導体、蓄電池等に約３０兆円規模の支援

を行うことが決定された。 

また、昨年、アラブ首長国連邦で開かれた国連気候変動枠組条約第２８

回締約国会議（ＣＯＰ２８）では、パリ協定で掲げられた目標3の達成に

向けて、２０３０年までに再生可能エネルギーの発電設備容量を世界全体

で３倍に増やし、エネルギー効率改善率を世界平均で２倍にすることが合

意されたことに加え、再生可能エネルギー、ＣＣＵＳ4、水素等と並んで、

初めて原子力が気候変動に対する解決策の一つとして掲げられた。さらに、

日米を含む２５カ国5が２０５０年までに世界全体の原子力エネルギーの

発電設備容量を３倍に増加させるとの宣言を発表した。 

わが国においては、２０２２年７月に発足したＧＸ実行会議での議論を

経て、再生可能エネルギーの主力電源化、原子力の活用、水素・アンモニ

アの導入促進等を盛り込んだ「ＧＸ推進戦略」6が策定された。さらに「Ｇ

Ｘ推進法」7の成立により、ＧＸ経済移行債を活用した今後１０年間での
                         
2 2023 年 4月以降のアジアのＬＮＧスポット価格は 10ドル/ＭＭＢtu 台で推移しており、一時の高値から落ち着いている。 
3 世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をするとした目標。 
4 Carbon dioxide Capture,Utilization and Storage の略称。ＣＯ２を大気中に排出するのではなく、産業プロセスや発電所等

の排出源から捕集し、地中深くに貯留したり、化学品や燃料の製造等に再利用することを目的としている。 
5 2024 年 1月時点。UAE、米国、フランス、日本、英国、カナダ、韓国等。 
6 「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略」（2023 年 7月閣議決定） 
7 「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律」（令和 5年法律第 32号） 
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２０兆円規模の先行投資支援や、その償還財源として、排出量取引制度と

化石燃料賦課金の導入8が決定された。 

また、第６次エネルギー基本計画は、徹底した省エネルギーの推進によ

り電力需要が減少する想定9で策定されていたが、最新の研究機関等の分

析10では、ＤＸ、ＡＩの進展に伴うデータセンターや半導体工場等による

電力需要の増加の可能性が指摘されている。 

 

３．エネルギー政策に関する基本的な考え方 

 

（１）不測の国際情勢やエネルギー市場の急変に備えるためにも、 

Ｓ＋３Ｅの大原則を前提とすることが必要 

 

わが国のエネルギー政策は「Ｓ＋３Ｅ」が基本方針であり、昨今の情勢

を踏まえると、３Ｅの中でもエネルギーセキュリティの重要性は改めて強

調されるべきである。さらに、不測の国際情勢やエネルギー市場の急変に

備えるためにも、第６次エネルギー基本計画に明記されている「安全性を

前提とした上で、エネルギーの安定供給を第一とし、経済効率性の向上に

よる低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、環境への適合を図る」

との方針は維持されるべきである。 

 

（２）最先端技術に関する研究開発やインフラ整備等に関する方針を 

明確に示し、中長期的な予見可能性を確保することが必要 

 

カーボンニュートラルの実現は極めて困難な挑戦であり、イノベーショ

ンの進展が不可欠である。その達成に向けては、企業が研究開発やインフ

ラ整備、人材育成等への積極的な投資を行うことが必要であり、それを促

すために、できる限り中長期的な予見可能性を確保することが求められる。 

政府は、次世代革新炉11、次世代再生可能エネルギー12、光電融合技術13

等の最先端技術の導入に向けた青写真を示し、政府として果たすべき役割

を早期に明示することが重要である。 
                         
8 政府は、2026 年度「排出量取引制度」本格稼働、2028 年度「化石燃料賦課金」導入、2033 年度「有償オークション」導入を

目指している。 
9 2030 年度の電力需要は 8,640 億 kWh と想定。 
10 第 56 回基本政策分科会 資料１「電力需要について」（2024 年 6月 6日） 
11 原子力の安全性向上を目指し、新たな安全メカニズムを組み込んだ原子炉。革新軽水炉、小型モジュール炉（ＳＭＲ）、高速

炉、高温ガス炉、核融合の 5種類。 
12 ＧＸ分野別投資戦略では次世代型太陽電池と浮体式洋上風力が次世代再生可能エネルギーとして明記されている。 
13 データセンターの省エネ化等を実現する技術。電子デバイスに光エレクトロニクスを融合し、電気配線を光配線に置き換える

ことで、省エネ化・大容量化・低遅延化を実現するもの。 
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（３）脱炭素化の推進には、国際競争力への悪影響の回避、 

国民理解の醸成が必要 

 

脱炭素化の推進には、新たな低炭素技術やインフラの導入に多額の投資

が必要であり、中長期的にはエネルギーコストの上昇が見込まれる。その

結果、生産拠点の海外移転や海外製品への代替等に繋がりかねず、わが国

の国際競争力に悪影響を及ぼす可能性がある。また、既にＥＵでも見られ

ているとおり、脱炭素政策に対する国民の反発を招く恐れもある。したが

って、各種政策の推進にあたっては、常にそれがわが国産業の国際競争力

に与える影響を念頭に置くとともに、国民理解の醸成にも努める必要があ

る。 

 

４．エネルギー基本計画の見直しに向けた意見 

 

（１） 原子力発電を安定的なゼロエミッションの主力電源として 

明確に位置付け、活用拡大に向けた道筋を明示すべき 

  

①原子力発電を主力電源として位置付け 

第６次エネルギー基本計画においては、「可能な限り原発依存度を低減

する」と明記されているが、情勢変化を踏まえ、昨年７月に策定された「Ｇ

Ｘ推進戦略」の中では、原子力を最大限活用していく方向性が示された。 

エネルギー基本計画の見直しにあたっては、エネルギーの安定供給に寄

与し、脱炭素電源である原子力を、再生可能エネルギーと同等の主力電源

に位置付け、「最大限活用する」との方針を明確に示す必要がある。 

また、長期にわたる事業運営を必要とする等の原子力事業の特性に鑑み、

原子力事業の予見性の確保や投資促進につながる制度を早期に検討する

必要がある。 

 

➁既設炉の最大限の活用 

原子力発電を安定的に活用するため、安全の確保を大前提に、原子力規

制委員会による安全審査のプロセスがより迅速に行われるよう、審査体制

の充実や科学的根拠に基づく安全基準の明確化等の必要な改善を行うべ

きである。 

また、「ＧＸ脱炭素電源法」14において、経済産業大臣の認可を受けた場
                         
14 「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」（令和 5年法律第 44号） 
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合に限り「運転期間は最長で６０年に制限する」という現行の枠組みは維

持しつつも、原子力事業者が予見し難い事由（裁判所の仮処分等）による

停止期間については、運転期間のカウントから除外されることが認められ

ることとなった。なお、米国では、運転延長の回数や運転年数に制限はな

く、８０年の運転が認められている原子力発電所も存在する。 

わが国の原子力発電所は、時間の経過とともに大幅に減少15していくた

め、既設炉を最大限に活用するためにも、運転期間延長認可制度を見直し、

科学的に安全性が確認された原子力発電所については、さらなる運転期間

延長を認めるべきである。 

 

③新増設・リプレース方針の明確化 

原子力発電の主力電源化に向けて、原子力を安定的かつ最大限活用する

ための投資回収の予見性を高める制度導入、原子力事業者に無過失・無限

の賠償責任を課す原子力損害賠償制度の見直し、人材確保と技術継承が可

能となるサプライチェーンの構築等、事業環境の整備が急務である。 

原子力発電所の新設には１７年程度のリードタイム16が必要であるこ

とを考慮すると、新増設・リプレースに関するロードマップや規模を明確

にし、原子力産業における持続的な成長と競争力を確保することが重要で

ある17。 

 

④次世代革新炉の早期社会実装 

次世代革新炉については、早期の社会実装を目指し、研究開発や実証の

支援を強化する必要がある。技術熟度が高く、規制プロセスを含めて高い

予見性を有する革新軽水炉については、早急に開発・建設に向けた対応を

進めるべきである。さらに、高温ガス炉については、カーボンニュートラ

ルの実現に不可欠なＣＯ２フリー水素の安定的な製造にも貢献するため、

さらなる研究開発や実証の支援を実施すべきである。 

しかしながら、次世代革新炉の開発・建設について、現在の「ＧＸ推進

戦略」では「廃炉を決定した原発の敷地内」に限定されている。データセ

ンター等の電力需要の増加に対応するためには、この制限が障壁となる可

能性もあり得る。例えば、米国では、データセンターへの電力供給を目的

として小型モジュール炉（ＳＭＲ）を設置する計画が進行中であり、ＳＭ

Ｒの安全性と経済性が確認されれば、世界各国でも同様の動きが想定され
                         
15 2024 年 7月 8日時点で 36基。全て 60年運転が認可されたと仮定した場合でも、2050 年には 23基となる（計画中のものは含

まない）。 
16 電力広域的運営推進機関「長期脱炭素電源オークションの概要について」（2023 年 6月） 
17 フランス政府は、原子力低減目標を撤回し、2050 年までに 6基新設する意向を表明（2022 年 2月）。わが国においても新増

設・リプレース方針を明確化することで、関連するサプライチェーンの構築と強化が期待される。 
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る。わが国においても現行の制限を見直し、より柔軟な対応を図るべきで

ある。 

 

⑤国民理解の醸成 

２０２３年４月に策定された「今後の原子力政策の方向性と行動指針」

では「最終処分事業に貢献する地域への敬意や感謝の念が社会的に広く共

有されるよう、国主導での国民理解の促進や自治体等への主体的な働き掛

けを抜本強化するため、政府一丸となって、かつ、政府の責任で、最終処

分に向けて取り組んでいく」との方針が示されている18。原子力発電の最

大限の活用に向けて、政府には、最終処分の実現も含めたバックエンド19

プロセスの確立、加速に加え、国民理解の醸成に取り組んでいただきたい。 

また、「２．わが国を取り巻くエネルギー情勢の変化」（２頁）で述べた

とおり、ＣＯＰ２８では、初めて原子力が気候変動に対する解決策の一つ

として掲げられた。政府は、こうした情報も積極的に広報に活用すべきで

ある。 

 

（２）カーボンニュートラル実現の鍵となる水素等の社会実装に向けた 

取り組みを加速すべき 

 

①水素等の利活用促進のための支援強化 

水素等20は、発電部門の脱炭素化に貢献するだけでなく、大量のエネル

ギーを必要とし、技術的な代替手段が限られている鉄鋼、化学等のエネル

ギー集約型産業や産業機械、農業機械も含めたモビリティ分野等でも本格

的な活用が期待される。 

しかし、現在のところ、ＧＸ経済移行債による水素等と既存燃料の価格

差に着目した支援は、２０３０年度までに供給を開始するファーストムー

バーに限定されている。カーボンニュートラルの実現に向けては、多くの

企業が研究開発に投資する環境を整備し、新たな技術革新を促進すること

が重要であるため、セカンドムーバー以降も同制度による支援を実施すべ

きである。 

また、水素等の需要創出と効率的なサプライチェーンの構築を目的とす

る拠点整備の支援については、今後１０年間で大規模拠点を３カ所程度、

中規模拠点を５カ所程度整備する計画である。その支援対象は、水素の利
                         
18 国・ＮＵＭＯ・事業者の合同チームは 102市町村の首長を訪問（2024 年 3月末時点）。 
19 放射性廃棄物の処理や使用済燃料の再処理、原子力施設の廃止措置等のこと。核燃料製造や原子力発電所での運転はフロント

エンドという。 
20 水素及びその化合物であって経済産業省令で定めるもの（アンモニア、合成メタン、合成燃料を想定）。 
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活用のための共用設備（共同パイプラインや共用タンク等）の整備費であ

り、複数の事業者と共同して使用することを条件としている。しかし、脱

炭素化が必要な火力発電所や工場等は全国に広く分布しており、内陸部や

産業集積度の低い地域が取り残される懸念もある。このため、全国規模で

脱炭素化を推進するには、拠点数の拡大に加えて、単独利用の設備も支援

対象とすべきである。 

 

➁国内水素製造の強化と保安規制の一元化 

エネルギー自給率21を高めるとともに、国内の余剰再生可能エネルギー

を最大限活用するためには、水電解装置の製造能力向上とコスト削減に向

けた研究開発支援を強化すべきである。「水素基本戦略」22では、２０３０

年までに１５ＧＷの導入を目標としているが、その達成に向けた具体的な

ロードマップを策定し、早期に体制を構築するとともに、その支援内容を

明確化する必要がある。 

また、水素等の社会実装に向けては、保安規制の合理化と適正化を進め

ることも重要である。現時点では、用途や性質等に応じて適用法令が異な

る23ため、水素等事業の進捗に合わせて、事業全体を包含した安全規制体

系を構築すべきである。 

 

③国際的なサプライチェーンの構築 

わが国は再生可能エネルギーを含む資源の賦存量が国内需要に対して

少ないため、長期的にも海外から水素等を輸入することになる見込みであ

る。カーボンニュートラルやエネルギー安全保障の観点からも水素等の安

定調達の必要性は高まっていることから、国際的なサプライチェーンの構

築に向けて、従来以上に水素等の生産国との関係を強化すべきである。ま

た、現在、液化水素の運搬に関する国際的な基準は存在せず、輸出国、輸

入国、船籍国の三国間での合意が必要である。今後、液化水素の円滑な流

通を実現するために、液化水素運搬船や荷役設備等の規格整備、およびＩ

ＧＣコード24への記載を含む輸送ルールの確立について、わが国が主導的

な役割を果たすべきである。 

 

 
                         
21 2022 年度のエネルギー自給率は 12.6％。 
22 2023 年 6月改定。 
23 例えば、一般の需要に応じて導管により水素ガスを供給する事業者に対してはガス事業法、発電事業を営もうとする事業者に

対しては電気事業法、それら以外の高圧ガスの水素等の製造等を行う事業者に対しては高圧ガス保安法が適用される。 
24 International Code for the Construction and Equipment of Ships Carrying Liquefied Gases in Bulk の略称。液化ガス

のばら積み輸送のための船舶の構造及び設備に関する国際規則。 
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（３）再生可能エネルギー発電の導入拡大に向け、研究開発、 

インフラの構築等の総合的な取り組みを推進すべき 

 

①再エネの主力電源化に向けた基盤強化 

 わが国において再生可能エネルギーの導入が進んだことにより、需給バ

ランス制約による再生可能エネルギーの出力制御エリアが拡大している。

こうした事態を早期解消し、再生可能エネルギーを最大限活用するべく、

系統増強、水素製造インフラの強化、蓄電能力の増強といった取り組みを

加速させる必要がある。 

 

〈送配電網の整備〉 

再生可能エネルギーの大規模導入に際しては、送配電網の整備が不可欠

である。このため、電力広域的運営推進機関は２０２３年３月に広域連携

系統のマスタープラン25を策定した。今後は、このマスタープランに基づ

き、具体的な整備を着実に進めることが求められる。 

ただし、２０２４年４月に基本要件が公表された北海道本州（日本海ル

ート）２ＧＷ、九州中国（関門ルート）１ＧＷは、マスタープランにおけ

る増強規模に比べ小さい。再生可能エネルギーの導入促進、エネルギーセ

キュリティ、国内産業育成の観点から、マスタープランに基づく個別整備

計画の計画策定プロセスの加速に加えて、国によるプロジェクトリスク負

担や設備投資支援等の充実、およびメーカー等の選定が迅速に進む仕組み

を整備することが重要である。 

 

〈調整力の確保〉 

再生可能エネルギーの主力電源化を進めるにあたっては、天候に応じて

出力が変動する再生可能エネルギーの発電量と需要の差を調整する火力

発電、揚水発電26、水電解装置、蓄電池等の需給調整に必要な調整力を効

率的かつ確実に確保する仕組みが必要となる。特に、蓄電池は、データセ

ンター等の重要施設のバックアップやモビリティの電動化においても、そ

の重要性が一層高まっており、主要各国は蓄電池産業に対する政策支援を

大幅に強化している。わが国も、蓄電池の生産基盤およびサプライチェー

ン強化に向けた支援を継続するとともに、全固体リチウムイオン蓄電池等

の次世代蓄電池に対する研究開発や実証の支援を強化すべきである。 
                         
25 2050 年カーボンニュートラル実現を見据えた将来の広域連系系統の具体的な絵姿を示す長期展望と、これを具体化する取り

組みをまとめたもの。 
26 需要が低い夜間等に余剰電力を使って水を低い位置から高い位置にある貯水池に汲み上げ、需要が高い昼間等にはその水を放

流し、水力発電機を回して電力を生み出す発電方式。 
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➁次世代再生可能エネルギーの早期社会実装 

わが国は平地が限られていることに加え、欧州の北海のような遠浅の海

域が少ないため、再生可能エネルギー比率を高める上で地理的条件が不利

な状況にある。このため、ペロブスカイト太陽電池や浮体式洋上風力等、

次世代再生可能エネルギーの早期社会実装に向けて、研究開発や実証の支

援を一層強化すべきである。また、これらの導入目標および価格目標を策

定することで社会実装を促進するとともに、中国をはじめとする諸外国に

先駆けて低コスト化と量産技術の確立を図り、国内にサプライチェーンを

構築することが重要である。 

 

③重要鉱物の安定供給確保 

太陽光発電や風力発電、蓄電池等には、多くの重要鉱物27が使用されて

いる。しかし、これらの重要鉱物の生産国および製錬国は偏在しており、

わが国も特定の国に依存する構図となっている。また、ＣＯＰ２８におい

て、２０３０年までに再生可能エネルギーの発電設備容量を世界全体で３

倍増とすることが合意された。この目標の実現に向けて、再生可能エネル

ギー関連機器や蓄電池の需要が高まると、重要鉱物の供給逼迫により、太

陽光パネルや電気自動車等のコスト上昇が懸念される。このため、脱炭素

化の推進に必要不可欠な重要鉱物の安定供給を確保するために、資源国と

の関係強化に加え、日本領海に存在する資源の実用化、リサイクル、代替

材料等の研究開発や実証の支援を強化すべきである。 

 

（４）カーボンプライシングについては、需要側の脱炭素化の取り組みを

考慮し、受益と負担の公平性も踏まえた制度設計とすべき 

 

①国際競争力への悪影響の回避 

政府はカーボンニュートラルの実現に向けて、今後１０年間で政府とし

て２０兆円、民間を含めて１５０兆円超の脱炭素投資が必要であるとして

いる。そのため、ＧＸ経済移行債を発行し、その償還財源を確保するため、

排出量取引制度と化石燃料賦課金を導入することとなった。これらの施策

は排出される炭素量に比例した明示的なカーボンプライシングのため、国

民や企業の行動変容を促すことが期待されている28。 

一方で、わが国では既に石油石炭税、再生可能エネルギー発電促進賦課
                         
27 重要鉱物とは、「金属鉱産物（マンガン、ニッケル、クロム、タングステン、モリブデン、コバルト、ニオブ、タンタル、ア

ンチモン、リチウム、ボロン、チタン、バナジウム、ストロンチウム、希土類金属等）」をいう。 
28 各主体の行動変容を促進するためには、カーボンプライシングを含む多様な政策手段を組み合わせたポリシーミックスが重

要。 
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金29等の暗示的なカーボンプライシング30が導入されている。これらを考

慮しつつ、他国とエネルギーコストを比較し、国際競争力に悪影響を及ぼ

さない形で具体的な制度設計を進めることが重要である。なお、ＥＵでは

２００５年から排出量取引制度（ＥＵ－ＥＴＳ）が導入されているが、フ

ランスやスウェーデン等では、ＥＵ－ＥＴＳの対象となる企業には炭素税

の免除措置が講じられている。加えて、競争条件を均等化させるとともに、

規制の緩い国や地域に温暖化対策を促進させるため、輸入品に対してＥＵ

域内と域外の炭素価格の差額分の支払いを課す炭素国境調整措置（ＣＢＡ

Ｍ）を導入31している。これら諸外国の例を参考にしつつ、わが国の制度

設計を進めるべきである。 

 

➁多排出産業への支援強化 

わが国の産業競争力を強化する観点から、鉄鋼、化学、紙パルプ、セメ

ント、電力、ガス、石油分野等の温室効果ガス（ＧＨＧ）を多く排出する

産業への配慮が不可欠である。これらの産業が持続的な成長を遂げるには、

カーボンプライシングに適切に対応するための研究開発および設備投資

への支援を一層強化する必要がある。 

 

③脱炭素化に資する制度設計 

カーボンニュートラルの実現には、需要側における電化の進展が不可欠

である。特に、発電事業に過度なカーボンプライスが適用されることによ

って電気料金が上昇し、脱炭素化に資する電化の進展が妨げられることの

ないように留意すべきである。 

 

（５）エネルギーの安定供給を実現する観点から、 

石炭・ＬＮＧ火力発電の活用戦略を位置付けるべき 

 

①火力発電の活用の明確化 

再生可能エネルギーの主力電源化等に向けた取り組みを進めているも

のの、現在も発電電力量の約７割を化石燃料に依存しており、依然として

供給力の中心的な役割を果たしている。また、自然災害や予期しない大規

模電源の停電等のリスクに対応するためにも火力発電は重要であり、本年

から最低限の維持管理費用を補填することにより、徒な廃止を回避し、休
                         
29 再生可能エネルギーの固定価格買取制度によって電力の買取りに要した費用を、電気の使用者が、使用量に応じて負担するも

の。 
30 炭素排出量ではなく、エネルギー消費量に対し課税されるものや、規制の順守等のために排出削減コストがかかるもの。 
31 2023 年 10月移行期間の開始、2026 年 1月本格適用開始、2034 年ＥＵ－ＥＴＳの無償割当を全廃し、ＣＢＡＭへ完全移行の

予定。 
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止火力として維持する予備電源制度が導入されることとなった。引き続き、

エネルギーの安定供給の観点から、再生可能エネルギーの発電電力量の変

動に対応可能な調整力、供給力を確保できる石炭・ＬＮＧ火力発電を維持

することが重要であり、エネルギー基本計画においても、その位置付けを

明確にすべきである。加えて、エネルギー安全保障の観点から、化石燃料

を確実に調達することが重要である。とりわけ、低炭素な燃料であるＬＮ

Ｇを長期的かつ安定的に確保できるよう、国が適切にサポートすべきであ

る。 

 

➁脱炭素化に向けた支援強化 

カーボンニュートラルの実現に向けては、火力発電の脱炭素化に向けた

迅速な取り組みが必要であり、バイオマスや水素、アンモニアの混焼・専

焼、カーボンリサイクル32、ＣＣＳ33等の研究開発や実証に対するさらなる

支援を実施すべきである。また、石炭火力発電への混焼技術については、

政策的な支援を通じて資金調達環境を整えることが重要である。 

火力発電の戦略的な活用に資するＣＣＳについては、米国、欧州、中国、

インドだけで、２０５０年までに年間４０億トン超（日本の年間排出量の

約４倍）の貯留を行う計画である。わが国においてもＣＣＳの普及と拡大

に向けて、事業の大規模化とコスト削減に取り組むモデル性のある９案件
34への支援が決定されている。しかし、世界各地でＣＣＳの適地確保競争

が激化しており、二酸化炭素を安全に貯留できる場所の選定が一層困難と

なっている。地質条件や周辺環境への影響を慎重に評価する必要があり、

国内外の貯留候補地に対する調査支援の強化が求められる。また、ＣＣＳ

技術に対する社会的な理解と受容が不十分な場合、地域住民の反対や誤解

が生じる可能性がある。したがって、ＣＣＳの安全性や環境への影響につ

いて正確な情報を提供し、社会的な理解を深めることが不可欠であり、専

門家による科学的根拠に基づいたリスクコミュニケーションの充実等を

図るべきである。 

 

③国際的な理解の獲得 

バイオマスやアンモニアの混焼については、石炭火力発電の活用継続策

として国際的な批判がある。石炭は、ＧＨＧ排出の課題はあるものの、化

石燃料の中では地政学リスクが最も低く、貯蔵が容易であり、経済性にも
                         
32 ＣＯ２を炭素資源と捉え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用する技術。 
33 Carbon dioxide Capture and Storage の略称。 
34 苫小牧地域ＣＣＳ、日本海側東北地方ＣＣＳ、東新潟地域ＣＣＳ、首都圏ＣＣＳ、九州西部沖ＣＣＳ、マレー半島沖北部ＣＣ

Ｓ、サラワク沖ＣＣＳ、マレー半島沖南部ＣＣＳ、大洋州ＣＣＳ、の９プロジェクト。 
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優れている。したがって、これらの混焼技術を石炭火力発電の排出削減対

策として明確に位置付けるとともに、グローバルサウスやＡＺＥＣ35等と

の連携を強化し、賛同国を増やしながら国際的な理解を獲得すべきである。 

 

（６）カーボンニュートラルの実現に向けて、高度な技術を支える 

ＧＸ人材を育成すべき 

  

カーボンニュートラルの実現に向けて、ＧＸの推進を担う人材の育成と

確保は極めて重要である。しかし、わが国の高等教育機関において人材育

成プログラムの再編が進められている中で、ＧＸの推進に必要な人材育成

に抜けが生じているのではないか、また、新しく必要とされる分野に適切

に手が打たれていないのではないかという懸念がある。経済界としては、

こうした事態に強い危機感を抱いている。現行の技術トレンドと未来予測

に基づき、ＧＸの推進に必要な人材、技術分野を洗い出した上で、具体的

かつ実践的な人材育成戦略を構築するために、企業と高等教育機関、政府

機関が議論する場を設けることが求められる。さらに、政府は、ＧＸに資

する人材育成のロードマップを策定し、これを企業や高等教育機関の取り

組みと連携させ、研究開発に必要な専門知識と技術を持つ人材を育成する

ためのカリキュラム開発を支援すべきである。 

また、企業と高等教育機関、政府機関が協力してインターンシップや共

同研究プログラム等を拡充し、より実践的な研究開発経験を積む機会を提

供すべきである。加えて、研究開発分野に進む学生を対象にした奨学金制

度の充実や、若手研究者に対する研究助成金の提供等の支援も重要である。

これらの施策を包括的かつ体系的に推進し、持続可能な社会の実現に向け

た技術革新をリードしていくためのＧＸ人材の育成に注力すべきである。 

 

５．おわりに 

エネルギー政策の中長期的な方針を示すエネルギー基本計画は、わが国

の未来を左右する極めて重要なものであり、２０５０年カーボンニュート

ラルの実現に向けて、エネルギー需給、技術革新、経済状況、国際情勢等

の不確実性を考慮して策定すべきである。 

本意見書は、わが国がカーボンニュートラルと経済成長の同時実現を目

指すために重要と考える意見を提示した。次期エネルギー基本計画がこれ
                         
35 Asia Zero Emission Community の略称。日本、ＡＳＥＡＮ９カ国、オーストラリアによるアジアの脱炭素を目指す連携枠組

み。 
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らの意見を取り入れ、具体的な政策に反映されることを期待する。 

また、２０２５年４月から開催される大阪・関西万博では、「いのち輝

く未来社会のデザイン」をテーマに、最先端のエネルギー技術やカーボン

ニュートラルへの取り組みが展示される予定である。この万博を契機に、

わが国が持続可能なエネルギー社会のリーダーとしての役割を果たして

いけるよう、国内外への発信を強化すべきと考える。 

我々経済界としても大阪・関西万博を通じて得られる知見や経験を最大

限に活用し、エネルギー政策に関する各種検討課題について適切な機会を

見極め、意見を表明することで、脱炭素社会の実現と持続可能な未来に貢

献していく所存である。 

 

以上 
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出典：経済産業省ウェブサイト（https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2023/01.html#section1） 
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「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会」資料 2（2021 年 2月 17日） 



   

 

 

 


